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一景気は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、環境は厳しさを増している。一

先行きについては、景気は持ち直しに向かうことが期待されるが、アメリカ経済等へ

の先行き懸念や我が国の株価の下落など、環境は厳しさを増しており、我が国の最

終需要が下押しされる懸念が強まりつつある。

平成14年9月18日

内閣府

［参考コ先月からの主要変更点
8 月月例 9 月 月例

基調判断 景気は、依然厳しい総 見にあるが＿　十部に

持ち直しの動きがみ られる．

景気は、一部に持ち直しの動きがみ られ

るものの、環境は巌しきを増している．

・ 失業率暖帯水準で推移するなど、雇 ・雇用情勢 は、一都に改善への動きが

用情勢は依然として厳しい。 みられるものの．　 率が高水準で

・ 個人消蓋は、横ばいで推移するなか 推移するなど、俵然として厳しい。

で、一】抑 こ雇固 さもみられる。 ・ 個人消費は、彿 乱 1で推移す るなか

・ ・輸出は去鎧に増加しており、生産は で、一書田こ雇薗 さもみ られる．

持ち直しの動きがみ られる．業況判

断は今億 として隷書がみられ．賠償

・ 含羞 1投券は棲ぽいとなってお り∴持

1粛緒資は下 げ lトまりの兆 しがあら

虹持昔は減少 して Llる ものの．実行者

につい て下 げ lトまる北 L も みられ ・ 輸出は増加してい る。生産は持ち置

亙」 しの動きが鱈やか になっている＿

先行きについては、輸出の大幅な増加や生 先行きについては、景気は持ち直 しに向か
産の持ちi書しの影勤 1．今格経済今保に温浸 うことが期待されるが、アメ り九経済書への

喪行き軽食や勃 闇 の棟価の下落など、濠境していくなかで．景気は持ち直 しに向か うこ．

とが期待される。一方、世界的な検字や ドル

雪肌 岨廃したことによ り．棚 路清の先行 き
は厳しさを増しており．我わ唱抄 最終需要が

下押しされる想念が強まりつつ茂る．
不適呼悼馳ト一層高 まって左旦」我が国の最終

需勤 1下 押しされる想念があ墨 L ．

政策態度 政府は、 r経 済財政遷宮と構通改革に蘭す 敢貯 ま、 噸 E済 財政遷宮 と構通改革に関す

る基本方針 2 80 2」 を阜期に具体化す る。1互 る基本方針2 002 」 を早期に具体化する中で、

塵 1雷予算縞戌については、振出改量を加透す r金融システム改王 1 ．　 r税 器l改 重 I を はじ

ると同時に．経済活性化 を貝措した未格的か めとした構 i告改芸の取絹を加速し．デフレ貫

つ一体的 な税討l改 量について皇徳化を進め 凪皇道姐 ＿

五 L また、デフレ克服に向け、政府 ・日本鼓行

また、デフレ克服に向け、政府 ・8 本 紋行 は引き続き一体 とな って強力か つ総合的な

は引き葺莞ぎ一体 となって複力かつ総合的な取

組を行 う。

取童且を行う。

公共投資 この ところ平成は毎度貫 2 沈補 正予葺の効 総じて低調に推移 している。

黒がみられるものの．総じて低調に推移して

．いる。
設盾授資 減少 しているものの∴先行きについて下げ止 下げ lトまリの兆しがみられる。

まる兆しもみ られる．

輸出 アジア向けを中心に左瞳に増加ル ている。 アジア向けを中心に増加 している．

生産 持ち直しの動きが金主塾五L 持 ち直しの動きが緩やか になっている。

企業収益 下げ】トまリの兆しがみ られる▲ 1章ぽいとなっている．

雇用 依然 として厳 しい．＿残業時問が増加している

ものの∴案　 、業率が高水準で推移し、賃金

も弓凱 1動 きが続いている。

依然 として厳しい。雇嗣音数が下げ l上蓋るな

ど∴一部に改善への動きがみられるものの、

完全失業率が高水準で推移 し、賃金も弱い動

きわ闇 いている。

（注）下線部は、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、環境は厳しさを増している。

．雇用情勢は、一部に改善への動きがみられるものの、失業率が高水準で推

移するなど、依然として厳しい。

．個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

．企業収益は横ばいとなっており、設備投資は下げ止まりの兆しがみられる。

．輸出は増加している。生産は持ち直しの動きが緩やかになっている。

先行きについては、景気は持ち直しに向かうことが期待されるが、アメリカ経済等へ

の先行き懸念や我が国の株価の下落など、環境は厳しさを増しており、我が国の最

終需要が下押しされる懸念が強まりつつある。

（政策の基本的態度）

政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」を早期に具体化する

中で、「金融システム改革」、「税制改革」をはじめとした構造改革の取組を加速し、デ

フレ克服を進める。

また、デフレ克服に向け、政府・日本銀行は引き続き一体となって強力かつ総合的

な取組を行う。

各論

1．消費・投資などの需要動向

平成14年4－6月期の実質GDP（国内総生産）の成長率は、民間企業設備がマイ

ナスに寄与したものの、財貨・サービスの純輸出（輸出一輸入）がプラスに寄与したこ
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となどから、前期比で0．6％増（年率2．6％増）となった。また、名目GDPの成長率は前

期比でOi1％滅となった。

個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

個人消費は、需要側と販売側の動向を総合してみると、横ばいや推移する

なかで、一部に底固さもみられる。所得面で弱い動きが続いていることなどか

ら全体的な基調の改善には至らないものの、消費者マインドに持ち直しの動

きがみられることなどから一部の業種や支出項目においては増加の動きがみ

られる。

需要側の動向をみると、昨秋以降底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月

前と比べほぼ横ばいとなっている。支出項目ごとの動向について家計調査を

みると、実質消費支出は、一時的な要因による増減がみられるものの、このと

－ころの基礎的な支出項目にみられる底固さには変化がない。

販売側の動向をみると、天候等の一時由な要因もあって、全体的に弱い動

きとなっている。小売業販売軽は弱い動きが続いている。チェーンストア販売

額は、食料品が前年並みにとどまったものの、全体では大きく前年を下回った。

百貨店販売額は、昨夏以降一進一退を続けているものの、足元で弱含んでき

ている。新車販売台数は、軽乗用車と小型乗用車が引き続き好調に推移し、

特に小型乗用車が大きく増加したことから、前年を大きく上回った。家電販売

金額は、テレビ等が引き続き増加しているものの、パソコンやエアコンが前年

を大きく下回っていることから、全体では前年を大きく下回った。旅行は、国内

旅行、海外旅行とも前年を下回っているものの、前月と比べて減少幅を縮小し

ている。

消費者マインドは、依然として水準は低いものの、持ち直しの動きがみられ

る。

設備投資は、下げ止まりの兆しがみられる。

設備投資は、生産及び企業収益の減少等を背景に平成13年に入って以降

減少が続いてきたが、このところ下げ止まりの兆しがみられる。需要側統計で

ある「法人企業統計季報」でみると、平成13年1－3月期以降減少が続いてき

たが、このところ減少幅が縮小している。規模別にみると大中堅企業に比べ

中小企草の減少幅の方が大きい。また、機械設備投資の供給側統計である

資本財出荷は、平成13年に入って以降減少が続いていたが、このところ下げ

止まりつつある。なお、これまで堅調に推移してきたソフトウエア投資は、弱含



んでいる。

設備投資の今後の動向につ十、ては・機械設備投資の先行指標である機械

受注が平成13年1－3月期以降減少基調で推移してきたが、底入れから反転

に向かいつつあるとみられることから、次第に底入れから反転に向かうものと

みられる。ただし、白銀短観の平成14年度設備投資計画において減少が見

込まれていることなどを者慮すれば、、底入れした後も低調に推移することが見

込まれる。

住宅建設は、弱含みとなっている。

平成13年度の住宅建設は、貸家は増加したものの、これまで堅調であった

マンションの着工が落ち着いてきたことに加え、公庫持家の着工が大きく水準

を下げて推移したこと等から、前年度比3．3％減の117．3万戸と平成10年度以

来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。平成14年4－6月期につい

ても、年率118．0万戸と120万戸を下回った。

7月は、持家は増加したものの、マンションが大きく減少したことなどから、年

率113．6万戸となった。先行きについては、雇用・所得環境が厳しいこと、不動

産価格の長期的下落傾向により買い換えが困難となっていることなどから、消

費者の住宅取得マインドが低下しており、こうしたことが引き続き住宅着工を

減少させる要因になるものと見込まれる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、総じて低調に推移している。平成14年度当初における公共事

業関連予算をみると、国、地方とも歳出の徹底した見直しと重点的な配分を行

っていることから、国の施設費を含む公共投資関係費は、前年度比10．7％減、

地方の投資的経費のうち単独事業費は、地方財政計画では、前年度比

10．0％滅となっている。

このような状況の中で、公共工事請負金額、大手50社受注額は、5月に前

年を上回るなど今年度に繰り越された平成13年度第2次補正予算の下支え

効果がみられたが、4－6月期では、引き続き前年を下回った。

7－9月期の公共投資については、7月の公共工事請負金額も前年を下回

っており、国、地方の予算状況を踏まえると、引き続き前年を下回るものと考

えられる。

麹也は、アジア向けを中心に増加している。謹皇は、緩やかに増加している。旦星二

璧アビス収支の黒字は、増加している。

輸出は、世界的な景気回復を背景に、半導体等電子部品などの電気機器

や一般機械が増加、輸送用機器も堅調に推移しており、全体でも増加してい

る。地域別にみると、アジア向け輸出は、電気機器、一般機械、輸送用機器を
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中心に増加している。アメリカ向け輸出は、電気機器と一般機械を中心に緩

やかに増加している。EU向け輸出は、電気梯器、輸送用機器を中心に緩や

かに増加している。今後については、世界景気の緩やかな回復が、引き続き

我が国輸出にとうての増加要因になるとみられるが、アメリカ経済等への先行

き懸念が高まりつつあることなどに留意する必要がある。

輸入は、電気機械などにおける生産の持ち直しの動きを背景に、汀関連な

ど機械機器の輸入が増加しており・、全体として緩やかに増加している。地域別

にみると、アジアからの輸入は、機械機器、化学製品などの輸入が堅調に推・

移しており、増加している。．EUからの輸入は横ばいとなっている。アメリカから

の輸入は、航空機など機械機器の輸入が増加していることを背景に、増加し

ている。

国際収支をみるとヾ貿易・サービス収支の黒字は、増加している。輸出数量

の増加幅が輸入数量の増加幅を上回っていることが、黒字幅の拡大に寄与し

ている。

2．企業活動と　用情勢

生産は、持ち直しの動きが緩やかになっている。

鉱工業生産は、輸出が増加していることや在庫調整が終了していること等を

背景に2四半期連続で増加してきたが、このところほぼ横ばいで推移しており・、

持ち直しの動きが緩やかになっている。

また、世界経済の先行き不透明感の高まり等、懸念すべき点もあることには

留意する必要がある。なお、製造工業生産予測調査によると8月は増加、9月

は減少が見込まれている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業収益は、横ばいとなっている。また、企業の業況判断は、中小企業を中心に依

然厳しさがみられるものの、全体として改善がみられる。倒産件数は、高い水準とな

っている。

企業収益は、「法人企業統計季報」によると、平成13年7－9月期以降、電

機機械などの製造業を中心に大幅な減益となっていた。平成14年4－6月期

は製造業で減益幅が大幅に縮小し、全体として減益幅は概ね横ばいとなった。

また、日銀短観によると、平成14年度については、上期は概ね横ばい、下期

は大幅な増益を見込んでいる。「法人企業動向調査」によると、平成14年4－

6月期における大中堅企業の経常利益の判断（前期比「増加」－「減少」）は、



「減少」超幅が縮小している。

企業の業況判断について、企業の業況判断について、日銀短観をみると、

中小企業を中心に低い水準にあり、依然厳しさがみられるものの、製造業、非

製造業とも全ての規模で改善している。先行きについても、中小企業非製造

業で若干悪化が見込まれている以外は、改善を見込んでいる。また、「法人企

業動向調査」で大中堅企業の業界景気の判断（前期比「上昇」－「下降」）を見

ると、「下降」超幅が縮小している。

また、倒産件数は、東京商工リサーチ調べで8月は1，578件となるなど、高い

水準となっている。

雇用情勢は、依然として厳しい。雇用者数が下げ止まるなど、一部に改善への動き

がみられるものの、完全失業率が高水準や推移し、賃金も弱い動きが続いている。

＼

）

7月の完全失業率は、前月比同水準の5．4％となった。完全失業者について

求職理由別にみると、最も多い非自発的な離職による者の増加幅は、7月は

縮小した。完全失業者全体に占める失業期間1年以上の者の割合は、引き続

き増加している。雇用者数については下げ止まっており、前月比で2ケ月連続

増加している。

新規求人数は、増加傾向にある。新規求職件数が同時に大幅に増加した

た軋新規求人倍率は前月比低下したが、有効求人倍率については、前月比

で若干上昇している。製造業の残業時間については、引き続き増加傾向にあ

る。4－6月期に「残業規制」等の雇用調整を実施した事業所割合は、低下し

ている。

賃金の動きをみると、定期給与は前月比で増加したものの、前年同月比で　　J

は減少が続いている。また、ボーナスを含む特別給与も前年を下回っており、

弱い動きが続いている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、横ばいとなっている。消費者物価は、弱含んでいる。
●

輸入物価は、このところ、契約通貨ベースでは上昇している。円ベースでは

円高・ドル安により下落していたが、足元では上昇している。国内卸売物価は、

横ばいとなっている。最近の動きをみると、電気機器、非鉄金属が下落してい

る一方、在庫調整の進展により鉄鋼が上昇しているほか、足元では石油・石
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炭製品などが上昇している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で

下落が続いている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きをみると、一般

サービスはほぼ横ばいとなっているものの、耐久消費財の下落などにより一

般商品は下落していることから、全体としては下轟している。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。

金融情勢をみると、株式相場は、8月下旬以降下落した。長期金利は、8月下旬以降

低下した。

短期金利についてみると・オーバーナイトレートは・8月は、日本銀行による

金融緩和措置を反映して、0．001～0．002％で推移した。2、3カ月ものは、8月

は、概ね横ばいで推移した。長期金利は、8月中旬まで横ばいで推移した後、

8月下旬以降は、株価の下落などを背景に債券の需要が高まり、低下した。

株式相場は、8月中旬まで横ばいで推移した後、8月下旬以降は、日米経

済の先行き不透明感の高まりなどを背景に、下落した。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、7月中旬から8月上旬

にかけて、115円台から121円台まで下落し、その後、120円台から117円台

で推移した。対ユーロ円相場（インターバンク17時時点）は、7月中旬以降、

115円台から117円台で推移し、8月中旬に、一時114円台まで上昇した後、

115円台から1－17円台で推移した。

マネタリーベース（月中平均残高）は、日本銀行の潤沢な資金供給など（8

月日銀当座預金平均残高15．1兆円）を背景に、2割台の高い伸びとなってい

るが、伸び率は鈍化している（8月：前年同月比26．1％）。M2＋CD（月中平均

残高）は、このところ、3％台半ばで推移している（8月速報：前年同月比3二5％

増）。民間金融機関の貸出（総貸出平残前年比）は、96年秋以来マイナスが

続いており、企業の資金需要の低迷等を背景に、依然低調に推移している。

貸出金利は、金融緩和等を背景に、昨年初来低下傾向で推移して来たが、こ

のところ横ばい圏で推移している。企業の資金繰り状況を見るとやや改善の

動きが見られ、民間債と国債との流通利回りスプレッドはこのところ横ばいで

推移している。

4．海外経済

埋葬担葺皐は、緩やかに回復しているものの、アメリカ経済等への先行き懸念が高

まりつつある。



ヽヽ

世界の景気は、緩やかに回復しているものの、アメリカ経済等への先行き懸

念が高まりつつある。

アメリカでは、景気の回復は緩やかになっており、マインド悪化の影響が懸

念される。個人消費は耐久財消費を中心にこのところ増加がみられるが、消

費者信頼感の低下が続いている。住宅建設は高い水準にある。設備投資は

機械設備等を中心に下げ止まっている。生産の増加は緩やかになっており、

企業の景況感は低下している。失業率は低下したものの、雇用は、製造業で

の減少が続くなど、回復は緩やかになっている。物価は安定している。

アジアをみると、景気は回復している。中国では、景気の拡大テンポは高ま

っている。韓国では、景気は拡大しているが、対米輸出が鈍化している。タイ

では、景気は拡大している。台湾、シンガポール、マレイシアでは、景気は回

復している。

ヨーロッパをみると、（1）ユ⊥ロ圏では、景気は持ち直し傾向にある。ドイツで

は、景気は持ち直しの動きが一層弱まっている。また、洪水の悪影響が懸念

材料となっている。フランスでは、景気は持ち直し傾向にある。（2）イギリスでは、

景気に回復の動きがみられる。

金融情勢をみると、ドルは、8月前半は、13日のFOMCの開催を控え変動

がみられたが、その後は概ね横ばいで推移した。アメリカの株価は、企業会計

不信の一段落等を受けて8月中旬まで上昇基調で推移したが、その後景気先

行き懸念等から下落した。アメリカの長期金利は、8月を通じて、証券市場に

おける米国債への資金シフト等から低下基調で推移した。

国際商品市況をみると、原油価格は、イラクを巡る情勢の緊迫等から上昇

基調で推移した。

」声

J



輸出の増加テンポは瑠軒かになっている

【今月のトピック1】

も

ら

くホマント〉

1．輸出は肥年に入り、卜3月期臥4％辞職斉・前轍玖十6月勤7．3％q司』とアジア向姥中心こ

六個こ増加ルてきた択このところ6月▲餌％悸配所監済・前月上り、7月2．2％灯司と、僻勤頗

向こあるもの吼そのテンポま緩価、になっている。（図1）

2．内訳を見ると、アジ刀向けの電気標記（主に半導体等電子部品を中心としたIT開運抒などで増加のテン

ポが績†幼1こなっている。（図1）これは、年宕恥、らの急逆景戯玩の動部こ側1出てきたことを背

覿こ半導体やパソコンなどのIT閏連靭こおいて世評瑚こ出両部勤ロテンポわ溺拝め、になってきたく図

2、図3）ことを反映しているものと考えられる。

3．今後については世界脚絆画、瑚弛＼引き続き馳虹噸帽籾となると考えられる。十昆アメリ

カ経済等への鍔テき想念が高まりつウあること現下駒こ加：托せ照秒肖郵帽澤紅見通しが下方臆正され

ていることなどを考慮すると、糊歳出訓申びは上期と上は受して按佃、なものとなる公舅醇高い。
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［今月のトピック2］

アメリカ：ゼロ金利キャンペーンが促進する自動車販売

＜ポイント＞
1．アメリカの自動軍業界は、本年7月から昨秋以降3度目となるゼロ金利キャンペーンを実
施している（表1）。7月以降自動事販売は急増しており、これにより伸びが鈍化していた
個人消費も増加がみられる（Ⅲ2）。

2．去年のゼロ金利キャンペーンは消圭を大幅に押し上げ、景気回復の先導役として大きな効
果をあらわした。生産の動向をみると、昨秋に自動車在庫が急減し、自動車生産が増加に転
じ、本年に入って拡大が続いている。他方、自動車を除く製通業の生産国渡は非常に緩やか
なものに留まっている。このように、自動車業界が今屈の生産国復を牽引していることが伺
われる（図3）。

3．しかしながら、ゼロ金利キャンペーンによる自動車販売は需要を先食いしているとの見方
もある。このところは消豊書信頼感の低下が続いており、自動事販売の秋以降の動向を十分
注視していくことが重要である。

表1主要メーカーのゼロ金利キャンペーン（2002年7月～）

メーカー 内容

Q M
2∞ 3年モデルを除く車種について最大4000 ドルの値引き、または最罠餌ヶ月ローンにつ

いてぜ口金利を適用。

フォード
罰02年モデJレなどについて最大300 岬 ルの 値引き、または 最長36ヶ月ローンについてぜ
ロ金利を適用。

クライスラー
一部重種について、250 昨 ルの値引き、または最長胡ヶ月ローンについてゼロ金手便 通
用。

GDその後、内容が一詳変更されている。

図2　自動車販売と消姜
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（出所）表1：各手土ホームページ、図2：面罵省及びオートデータ、図3：商務省及びFRB



注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年6月（速

報値）季節調整済3ケ月前比0．4％増の後、7月（速報値）は同0．1％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ないr仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

も　　スカッションペーパー（htt，‥／′www5．ca。．g。jp／keizai3／dis。uSSi。。－，a，er／me。U．htmI）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、6月季節調整済前月比3．0％増の後、7月（速

報値）は同0．3％滅（前年同月比1．3％増）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、7月（速報値）

は季節調整済前月比0．1％減（前年同月比0．5％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、7月（速報値）は季節調整済前月

比2．2％減く前年同月比5．3％滅）となった。また、百貨店販売額は、7月（速報値）は、前

年同月比5．6％減（店舗調整後）（季節調整済前月比7．9％減（店舗調整前））となった。

チェーンストア販売額（日本チェーンストア協会調べ）は、7月は、前年同月比4．6％

漉く店舗調整後）（季節調整済前月比4．7％減（店舗調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、7月前年同月比0．5％減の後、8月（速報

値）は同5．3％増となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、6月前年同月比6．9％減の後、7月は同

12．3％減となった。

大手旅行業者13社取扱金寝の7月は、前年同月比で国内旅行が1．7％滅、海外旅

行が同11．4％滅となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、・3月前期差1．5ポイント

改善の後、6月間0．9ポイント改善となった。

＜設備投資＞

平成14年4－6月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業、ソ

フトウェアを除く）でみると、季節調整済前期比で2．6％減（前年同期比15．5％減）とな

っており、うち製造業では同3．9％減（同23．7％滅）、非製造業では同2．0％滅（同

10．9％減）となっている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整済



前月比で6月は7．0％減（前年同期比14．8％滅）の後、7月は同1．1％減（同7．6％減）

となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウエアを除く）をみると、大企業の平成14年度設備投資計画は、製造業で前年度比

8．9％減、非製造業で同5．2％滅となっており、全産業では同6．7％減となっている。ま

た、中小企業では製造業で同17．4％滅、非製造業で同6．7％滅となっており、全産業

では同9．3％減となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、6

月は前年同月比0．5％増の後、7月は7．5％滅となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で6月は2．9％増（前年同月

芸孟て芸霊ご覧浣芸；雲慧芸孟霊芸謡）禁芸芸孟宗　J
比で3．9％滅（前年同期比11．4％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で6月は3．7％滅

（前年同月比19．0％滅）の後、7月は同10．2％増（同18．8％減）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成13年4－6月期は0．9％減、7－9月期は4．0％増、10－12月は3．4％減、平

成14年1－3月期は0．0％滅、4－6月期は1．4％増、7月は3．1％増となった。内訳を

みると、公庫持家の着工（同）は、平成13年4－6月期は20．9％減、7－9月期は

4．6％滅、10－12月は16．4％滅、平成14年1－3月期は25．4％滅、4－6月期は

12．6％減、7月は11．0％減となり、共同建分譲住宅の着工（同）は、平成13年4－6月

期は4．5％増、7－9月期は12．0％増、10－12月は12．3％減、平成14年1－3月期は

12．1％増、4－6月期は6．9％滅、7月は26．3％減となった。また、新設住宅着工床面

積（同）は、平成13年4－6月期は3．3％減、7－9月期は5．8％増、10－12月は3．0％

減、平成14年1－3月期は3．6％減、4－6月期は0．6％増、7月は2．3％増となった。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

118、10月．122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月1日、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104、4月114、6月117となった。

＜公共投資＞

平成14年度の国の一般会計予算（当初）をみると、施設費を含む公共投資関係費

について、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」の重点7

分野に重点化している。

地方の予算をみると、平成14年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独

J



事業費について、前年度比10．0％減としつつ、国の歳出予算と歩を一にして歳出の

徹底した見直しと重点的な配分を行うこととしている。総務省がまとめた都道府県、政

令指定都市の当初予算額（普通会計）では、普通建設事業費は、都道府県で前年度

比9．8％減、政令指定都市で同13．4％減、両者を合わせると同10．3％減となっている。

また、時事通信社調査によれば、普通建設事業費は、都道府県で前年度比9．8％減、

政令指定都市で同12．9％滅、中核市で同7．8％滅、その他の県庁所在市で同12．6％

減となっており、これらを単純合計すると、前年度比10．1％滅となっている（骨格予算

を編成した地方公共団体などを除く）。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で6月20．2％減の後、7月は15．2％増となった。同じく大手50社の

も　　建設工事受注額は、前年同月比で6月39．2％減の後、7月は11．8％増となった。また、

公共工事請負金窺（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で6月4．8％減の後、

7月は4．2％滅となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量べ一ス、季節調整値）は、前月比で6月6．1％減の後、7月は2．2％増

（前年同月比14．7％増）となった。また、前期比で1－3月期6．4％増の後、4－6月期は

7．3％増（前年同期比10．0％増）となっている。

一通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で6月7．5％減の後、7月14．6％増（前

年同月比8．0％増）となった。また、前期比で1－3月期1．1％減の後、4－6月期は2．1％

増（前年同期比0．8％減）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、6月7，672億円の後、7月は6，023億

円となり、通関収支差（季節調整値）は、6月10，391億円の後、7月は6，724億円とな

った。

＜生産・出荷・在庫＞

7月の鉱工業生産指数（季節調整値、確報）は、その他工業や食料品・たばこ工業

等が増加したことから、前月比0．1％増となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で8月は電気機械や輸送機械等により

4．5％増の後、9月は電気機械や鉄鋼等により2．5％減になると見込まれている。

7月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、確報）は、前月比0．7％増となった。

また、7月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、確報）は97．6となっている。

6月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、サービス業、卸売・小売業、飲

食店等が減少した結果、前月比0．3％減となった。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、4－6月期の経常利益は全産業で前年同期



比16．8％滅、製造業は12．6％減、非製痘業は18．8％滅となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）によると、平成14▼年度の経常

利益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比0．2％、下期は同30．2％、通期では前

年比16．1％の増益を見込んでいる。また、内閣府「法人企業動向調査」（6月調査）に

よると、4－6月期の大中堅企業の経常利益の判断（前期比「増加」－「減少」）は、全

産業で15％ポイント改善して△9％ポイントとなった。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は14％ポイント改善して△17％ポイ

ント、中小企業は7％ポイント改善して△39％ポイント、全規模合計では9％ポイント

改善して△32％ポイントとなった。また、内閣府「法人企業動向調査」（6月調査）で企

業の業界景気の判断（前期比「上昇」－「下降」）をみると、全産業で16％ポイント改

善して△19％ポイントとなった。

＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、8月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，578件（前年同月比2．2％増）、負債総額は10，946

億円（同53．6％増）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，562件（同3．1％減）、負債総額は10，592億円（同44．0％増）となって

いる。また、大型倒産（負債鐘10億円以上）は、上場企業1件を含む89件（同13．5％

滅）となっており、主な大型倒産としては、東証1部上場の工作機械メーカーの日立精

機（負債504億円）など（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、7月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

比同水準の5．4％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前月差1万人

減の360万人となった。求職理由別完全失業者数（原数値）は、非自発的な離職によ

る者は、6月153万人（前年同月差61万人増）の後、7月は142万人（同43万人増）

となった。自発的離職による者は、6月117万人（同14万人減）の後、7月は119万人

（同5万人増）となった。

労働力調査によると、失業期間1年以上の完全失業者数は1～3月平均103万人

の後、4～6月平均108万人となった。完全失業者全体に占める失業期間1年以上の

者の割合は1～3月平均28．6％の後、4～6月平均29．0％となった。

労働力調査によると、7月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で前月比0．9％増の

5，381万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、6月季節調整済前月比4．9％減

の後、7月は同8．3％増（前年同月比4．6％増）となった。有効求人数は、6月同0．1％

減の後、7月は同4．0％増（同1．0％減）となった。新規求職件数は、6月間6．5％減の
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後、7月は同16．6％増（同18．8％増）となった。有効求職者数は、6月間1．0％減の後、

7月は同1．6％増（同9．1％増）となった。新規求人倍率（季節調整値）は6月0．96倍の

後、7月0．89倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、6月0．53倍の後、7月0．54

倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は6月季節調整済前月比同水準（前年同月比3．5％増）の後、7月は同4．1％増（同

8．9％増）（速報値）となった。

厚生労働省「労働経済動向調査」によると、雇用調整実施事業所割合は、産業計で

は1－3月期の31％から4－6月期は27％となった。

毎月勤労統計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では6

も　　月季節調整済前月比同水準（前年同月比1．8％減）の後、7月は同0．5％増（同1．1％

滅）（速報値）となった。特別に支払われた給与は、事業所規模5人以上では6月前年

同月比5．4％減の後、7月は同12：9％減（速報値）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、8月は前月比0．4％の上昇

（前年同月比2．7％下落）、6－8月平均の3ケ月前比（3－5月平均対比、以下同じ）

は5．0％の下落となった。輸入物価（円ベース）は、8月は前月比1．2％の上昇（前年同

月比2．5％下落）、6－8月平均の3ケ月前比は3．7％の下落となった。また、国内卸売

物価は、8月は、前月比保合い（前年同月比0．9％下落）、3ケ月前比は保合いとなっ

た（なお、7月から9月まで夏季電力料金適用の影響を考慮する必要がある）。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の7月の企業向けサービス価格は前年同

月比1．3％の下落（前月比0．3％下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、7月は前年同月比

0．8％の下落（季節調整済前月比保合い）、5－7月平均の前年同期比は0．8％の下

落となった。一般サービスは、7月は前年同月比保合い、5－7月平均の前年同期比

は0・1％の下落となった。一般商品は・7月は前年同月比1・年％の下落、5－7月平均
の前年同期比は1．8％の下落となった。また、「消費者物価指数（東京都区部、中旬

速報値）」の生鮮食品を除く総合は、8月は前年同月比0．9％の下落（季節調整済前

月比0．2％上昇）、6－8月平均の前年同期比は1．0％の下落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、8月は、0．001～0．002％で推移した。3ケ月物

ユーロ円TIBORは、8月は、0．07～0．08．％台で推移した。10年物国債流通利回りは、

8月は、1．1％台後半から1．3％台前半で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、8月末には941ポイントとなった。日経平均株価は、8

月末には9，619円となった。



広義流動性は、8月（速報）は前年同月比1．5％増となった。金融機関（全国銀行）の

貸出（月中平均残高）は、8月（速報）は前年同月比4．5％減（貸出債権流動化・償却

要因等調整後2．4％滅）となった。8月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）

は、転換社債の発行はなかった。また、国内公募事業債の起債実績は、2．750億円

（銀行起債は300億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、7

月は前月比で短期は0．157％ポイント上昇し、長期は0．071％ポイント上昇したことか

ら、総合では0．128％ポイント上昇し1．734％となった。日本銀行「全国企業短期経済

観測調査」（6月調査）によると、資金繰り判断、．金融機関の貸出態度ともに、やや改

善の動きが見られる。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の8月の現状判断D＝ま、前月を1．2ポイント上回り、　J

43．6となった。先行き判断Dlは、前月を1．2ポイント上回り、46．1となった。
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